
 

 

 

 

 

新たな総合計画策定に関する 

企業アンケート調査結果報告書 

 

 

 

  

令和 6年 3月 

羽島市 

資料１－２ 



 

 

 

目次 

 

１ 調査の概要 ................................................................................................1 

（１） 調査の目的 .......................................................................................1 

（２） 調査の方法 .......................................................................................1 

（３） 回収結果 ..........................................................................................1 

（４） その他 .............................................................................................1 

２ 調査結果 ...................................................................................................2 

（１） 会社の概要について ............................................................................2 

（２） 今後の企業活動に関する展望について ......................................................5 

（３） 羽島市における企業活動について .......................................................... 11 

（４） SDGsの取り組みについて ................................................................... 15 

（５） 自由意見 ........................................................................................ 24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

１ 調査の概要 

（１） 調査の目的 

羽島市第六次総合計画後期実施計画の目標年次である令和６年度を迎えるにあたり、人口減少、少

子高齢化の進行、環境への配慮、災害対応、社会資本の老朽化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

など、本市を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。このため、令和７年度を始期とする新たな総

合計画の策定に向けて、羽島市内に立地している企業・事業所の意見・意向を広く伺い、計画に反映す

ることを目的に実施しました。 

（２） 調査の方法 

① 調査対象 

市内企業・事業所のうち無作為抽出した 1,000社 

② 調査方法 

郵送による調査票の配布・回収及びWeb回答 

③ 調査時期 

令和５年６月～７月 

（３） 回収結果 

① 配布数     １，０００ 

② 回収数     ３８５（Web 回答７３） 

③ 回収率     38.5％ 

 

（４） その他 

数値等の基本的な取扱いについて 

 比率は全て百分率（％）で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出しています。したがって、合計

が１００％を上下する場合もあります。 

 基数となるべき実数は、“ｎ＝〇〇〇”として掲載し、各比率はｎを１００％として算出しています。（回答

者総数又は該当者数） 

 複数回答の設問については、各回答の合計比率が１００％を超える場合があります。 

 文中、グラフ中の設問カテゴリー（選択肢）の文言は、作図の都合上、簡略化する場合があります。 

 本文中の“「」”内は［アンケートの回答項目］、“『』”内は［アンケートの回答項目を複数あわせて表

示したもの］となります。 
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２ 調査結果 

（１） 会社の概要について 

問１ 
貴社の業種は次のうちどれに該当しますか？複数該当する場合は、主な業種についてお答えく

ださい。（１つ選択） 

業種については、「製造業」が２２．３％と最も高く、次いで「建設業」（２０．８％）、「サービス業（他に分

類されないもの）」（１６．６％）、「卸売・小売業」（１３．５％）などの順となっています。 

 

 

 

問２ 貴社の本社・支社等の区分は次のどれに該当しますか？（１つ選択） 

本社・支社等の区分については、「単独事務所」が３８．７％、「本社・本店」が３３．２％、「支社・支店・

営業所」が２８．１％となっています。 

本社所在地（都道府県）については、「岐阜県」が３１．５％と最も高く、次いで「愛知県」（２５．９％）、

「東京都」（１６．７％）、「大阪府」（３．７％）などの順となっています。 

本社所在地（市区町村）については、「岐阜市」が１５．７％と最も高く、次いで「名古屋市」（１１．１％）、

「岐阜県内市町村」（８．３％）、「大垣市」（４．６％）、「羽島市」（２．８％）の順となっています。 

 

 

 

  

【業種】 

【本社・支社等の区分】 

0.5

20.8 22.3

1.6 0.5

6.8 13.5

1.8 0.8

4.2 8.8

1.8

16.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=385

農林水産業 建設業 製造業

電気 ガス 熱供給 水道業 情報通信業 運輸業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

飲食店・宿泊業 医療・福祉・介護 教育・学習支援業

サービス業（他に分類されないもの）

38.7 33.2 28.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=385

単独事業所 本社・本店 支社・支店・営業所
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問３ 貴社の企業規模は以下のどの区分に該当しますか？（１つ選択） 

企業規模については、「大企業」が８．３％、「中小企業」が４９．６％、「小規模企業」が４２．１％となって

います。 

 

 

 

問４ 貴社が現在抱えている経営上の問題点は何ですか？（２つまで選択） 

現在抱えている経営上の問題点については、「人材の不足」が５６．１％と最も高く、次いで「利益率の

低下」（２８．３％）、「人件費の負担増」（２４．４％）、「受注（顧客）量の減少」（１６．１％）などの順となっ

ています。 

属性別にみると、業種別では、「人件費の負担増」は、医療・福祉・介護が５２．９％で他の業種に比べ

て割合が高くなっています。本社・支社等の区分別は、「人材の不足」は、支社・支店・営業所が６７．６％

で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「人件費の負担増」は、中小企業が３１．

４％で他の企業規模に比べて割合が高くなっており、「人材の不足」は、大企業が 71．9%で他の企業規

模に比べて割合が高くなっています。 

  

【企業規模】 

31.5 25.9 16.7 3.7

1.9

1.9

0.9

2.8

1.9

1.9 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=108

岐阜県 愛知県 東京都 大阪府 福岡県 埼玉県 富山県 滋賀県 京都府 兵庫県 無回答

【本社のある都道府県】 

2.8 15.7 4.6 8.3 11.1 33.3 24.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=108

羽島市 岐阜市 大垣市 岐阜県内市町村（１～３除く） 名古屋市 その他の市町村（１～５除く） 無回答

【本社のある市区町村】 

8.3 49.6 42.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=385

大企業 中小企業 小規模企業
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【経営上の問題点】 

24.4 28.3 56.1 4.4 11.2 5.5 16.1 11.9 8.1 3.1 1.8
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26.9 42.3 65.4 7.7 3.8 11.5 3.8 3.8 3.8

25.0 30.8 34.6 1.9 3.8 11.5 26.9 26.9 5.8 1.9

14.3 28.6 57.1 14.3 14.3

100 33.3 33.3
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42.9 28.6 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3
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21.9 31.3 71.9 3.1 12.5 6.3 3.1 6.3 9.4
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電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)
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農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)
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5.5%
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人件費の負担増
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技術力 経営ノウハウの不足

特に問題はない

その他 (n=385)
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（２） 今後の企業活動に関する展望について 

今後の事業展開については、「今のところ、新設・増設・移転の検討はしていない」が７５．６％と最も高

く、次いで「将来的には羽島市内での新設・増設・移転を検討している」（８．８％）、「現在、羽島市内で

の新設・増設・移転を予定している」（５．５％）、「将来的には他の地域への新設・増設・移転を検討して

いる」（４．９％）、「現在、他の地域への新設・増設・移転を予定している」（４．４％）の順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「今のところ、新設・増設・移転の検討はしていない」は、

単独事業所が８３．９％で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「将来的には羽

島市内での新設・増設・移転を検討している」は、中小企業が１１．０％で他の企業規模に比べて割合が

高くなっています。 
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全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

現在、羽島市内での新設・増設・移転を予定している 将来的には羽島市内での新設・増設・移転を検討している

現在、他の地域への新設・増設・移転を予定している 将来的には他の地域への新設・増設・移転を検討している

今のところ、新設・増設・移転の検討はしていない その他

業
種

区
分

企
業
規
模

問５ 今後の事業展開についておたずねします。（１つ選択） 

【今後の事業展開】 
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問５－１ 

問５で「１ 現在、羽島市内での新設・増設・移転を予定している」、「２ 将来的には羽島市

内での新設・増設・移転を検討している」、「３ 現在、他の地域への新設・増設・移転を予定

している」、「４ 将来的には他の地域への新設・増設・移転を検討している」と回答された方

に、今後の事業展開回答の理由についておたずねします。（２つまで選択） 

今後の事業展開回答の理由については、「事業規模の拡大のため」が７４．７％と最も高く、次いで「施

設が手狭となったため」（２７．５％）、「事業所の再編・集約化のため」（１７．６％）、「関連企業との連携

強化のため」（９．９％）などの順となっています。 

属性別にみると、業種別では、「関連企業との連携強化のため」は、運輸業が２８．６％で他の業種に比

べて割合が高くなっています。本社・支社等の区分別では、「施設が手狭となったため」は、単独事業所

が５２．２％で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「事業所の再編・集約化のた

め」は、大企業が５０．０％で他の企業規模に比べて割合が高くなっています。 
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27.5%
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9.9%

6.6%

4.4%

1.1%

1.1%
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4.4%
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施設が手狭となったため

事業所の再編・集約化のため

関連企業との連携強化のため

賃料(地代)・流通等のコストの削減のため

交通アクセスが良いため

事業規模の縮小のため

税制、雇用助成、設備投資の優遇措置等があるため

取引先が移転したため

その他 (n=91)

【今後の事業展開の回答の理由】 
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全体(n=91)

農林水産業(n=1)

建設業(n=12)

製造業(n=17)

情報通信業(n=1)

運輸業(n=7)
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金融・保険業(n=0)

不動産業(n=1)

飲食店・宿泊業(n=1)

医療・福祉・介護(n=14)

教育・学習支援業(n=3)

サービス業(n=16)

単独事業所(n=23)

本社・本店(n=35)
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大企業(n=8)

中小企業(n=56)

小規模企業(n=27)
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問６ 今後、貴社において注力すべき対応はどのようなことだと思いますか。（３つまで選択） 

今後、社において注力すべき対応については、「賃金の底上げ」が４９．９％と最も高く、次いで「労働時

間等の労働条件の改善」（３６．１％）、「新分野展開、業種転換など事業の再構築」（２１．３％）、「業務

効率化に向けた DXの推進」（１８．４％）などの順となっています。 

属性別にみると、業種別では、「労働時間等の労働条件の改善」は、運輸業が 61.5%と他の業種に

比べて割合が高く、一方、金融・保険業が１４．３％で他の業種に比べて割合が低くなっています。本社・支

社等の区分別では、「業務効率化に向けた DXの推進」は、支社・支店・営業所が２９．６％で他の区分に

比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「SDGｓ・カーボンニュートラルなどの推進」は、大企業

が２５．０％で他の企業規模に比べて割合が高くなっています。 
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9.1%

7.3%

7.0%

6.8%

5.5%

4.9%

3.9%

3.9%

1.0%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

賃金の底上げ

労働時間等の労働条件の改善

新分野展開、業種転換など事業の再構築

業務効率化に向けたＤＸの推進

外国人の積極的な雇用

新技術・新商品の開発

高齢者の再雇用の普及

情報発信の強化

資金調達の円滑化

子育てや介護との両立支援制度の充実

ＳＤＧｓ・カーボンニュートラルなどの推進

社会貢献活動の推進

異業種や産・官・学等の連携

フルタイムとパートタイムの処遇の均等

地域資源等を活用したブランド戦略

輸出入取引や海外進出

リカレント教育の促進

その他
(n=385)

【今後、社において注力すべき対応】 
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100 50.0 50.0 50.0

51.3 38.8 2.5 21.3 15.0 1.3 5.0 21.3 1.3 12.5 15.0 2.5 3.8 6.3 6.3 2.5 8.8

54.7 23.3 2.3 17.4 16.3 5.8 29.1 31.4 4.7 17.4 4.7 3.5 8.1 7.0 7.0 4.7
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57.1 42.9 14.3 14.3 28.6 28.6 28.6 28.6

53.1 37.5 7.8 7.8 15.6 4.7 12.5 20.3 3.1 23.4 9.4 4.7 7.8 4.7 17.2 7.8 3.1
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電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

業
種

区
分

企
業
規
模
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問７ 
貴社の事業の継続、発展のために必要であると思われる行政の支援は何ですか？（重要度が

高いと思うものから順に３つまで選択） 

事業の継続、発展のために必要であると思われる行政の支援について、１番目に選ばれたものについ

ては、「雇用に対する補助」が２３．１％と最も高く、次いで「設備投資に対する補助」（１４．５％）、「人材育

成への支援」（１４．０％）などの順となっています。２番目に選ばれたものについては、「雇用に対する補助」

が２２．１％と最も高く、次いで「設備投資に対する補助」、「人材育成への支援」（それぞれ１５．３％）など

の順となっています。３番目に選ばれたものについては、「設備投資に対する補助」が１７．４％と最も高く、

次いで「雇用に対する補助」（１１．９％）、「人材育成への支援」（９．４％）などの順となっています。 

 

 

 

 

  

【必要であると思われる行政の支援】 

23.1%

14.5%

14.0%

11.7%

9.1%

6.8%

4.9%

3.9%

2.6%

2.6%

2.1%

1.6%

1.3%

1.8%

0%

22.1%

15.3%

15.3%

6.8%

6.0%

0.8%

2.9%

3.6%

7.0%

1.3%

1.8%

1.3%

1.3%

0.3%

14.3%

11.9%

17.4%

9.4%

4.9%

6.0%

2.1%

2.6%

2.3%

6.0%

2.3%

4.2%

2.1%

1.6%

0.3%

27.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

雇用に対する補助

設備投資に対する補助

人材育成への支援

各種規制の緩和

融資制度の充実

特になし

産業用地の確保

産学連携・企業間連携への支援

情報の提供

地域ブランドの確立

移住・定住の促進

経営相談の充実

観光・交流の促進

その他

無回答

１番目 ２番目 ３番目 (n=385)
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（３） 羽島市における企業活動について 

問８ 貴社にとって羽島市は企業活動が行いやすい地域ですか？（１つ選択） 

羽島市は企業活動が行いやすい地域であるかについては、「どちらかといえば企業活動が行いやすい」

が５５．８％と最も高く、「企業活動が行いやすい」（１８．７％）を合わせた『企業活動が行いやすい』が

74.5％となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「どちらかといえば企業活動が行いやすい」は、支社・支

店・営業所が６０．２％で他の区分に比べて割合がやや高くなっています。企業規模では、「企業活動が行

いやすい」は、中小企業が２１．５％で他の企業規模に比べて割合がやや高くなっています。 

 

 

 

  

18.7

17.5

18.6

16.7

50.0

23.1

19.2

14.3

33.3

23.5

14.3

20.3

17.4

19.5

19.4

15.6

21.5

16.0

55.8

50.0

56.3

53.5

66.7

50.0

46.2

69.2

57.1

66.7

50.0

55.9

42.9

53.1

56.4

51.6

60.2

62.5

57.6

52.5

19.0

50.0

18.8

18.6

16.7

23.1

11.5

28.6

37.5

11.8

42.9

20.3

19.5

19.5

17.6

18.8

16.2

22.2

6.5

7.5

9.3

7.7

12.5

8.8

6.3

6.7

9.4

2.8

3.1

4.7

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

企業活動が行いやすい どちらかといえば企業活動が行いやすい

どちらかといえば企業活動が行いにくい 企業活動が行いにくい

無回答

企
業
規
模

区
分

業
種

【羽島市で企業活動が行いやすいか】 
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問８-１ 

問８で「企業活動が行いやすい」または「どちらかといえば企業活動が行いやすい」と回答さ

れた方におたずねします。 

羽島市で企業活動を行うにあたり、どのようなメリットがありますか？（最もあてはまるものか

ら順に３つまで選択） 

羽島市で企業活動を行うメリットについては、１番目に選ばれたものについては、「交通の利便性が高

い」が６８．３％と最も高く、次いで「地域との関わりが持ちやすい」（８．０％）、「地価が安い」（７．７％）な

どの順となっています。２番目に選ばれたものについては、「地価が安い」が１６．４％と最も高く、次いで

「周辺の生活環境が整備されている」（１２．５％）、「災害の面で不安が少ない」、「治安の面で不安が少

ない」（それぞれ１０．５％）などの順となっています。３番目に選ばれたものについては、「治安の面で不安

が少ない」が１４．６％と最も高く、次いで「周辺の生活環境が整備されている」（９．４％）、「災害の面で

不安が少ない」（９．１％）などの順となっています。 

 

 

  

【羽島市で企業活動を行うメリット】 

68.3%

8.0%

7.7%

5.2%

3.1%

1.4%

1.4%

1.0%

0.7%

0.7%

0.3%

0.3%

0%

0%

1.7%

0%

9.1%

4.9%

16.4%

10.5%

3.5%

12.5%

10.5%

4.5%

3.5%

6.3%

1.0%

0%

1.7%

0%

2.8%

12.9%

4.9%

8.0%

7.3%

9.1%

3.8%

9.4%

14.6%

4.9%

1.4%

3.8%

1.0%

0%

1.4%

0.3%

3.5%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80%

交通の利便性が高い

地域との関わりが持ちやすい

地価が安い

災害の面で不安が少ない

人件費が安い

周辺の生活環境が整備されている

治安の面で不安が少ない

必要な事業用地を確保しやすい

人材の確保が容易である

原材料や部品、商品の調達が容易である

情報・通信基盤などが整っている

行政の優遇措置（税等）が整っている

有益な情報が手に入りやすい

産・官・学等の連携や交流が活発である

その他

無回答

１番目 ２番目 ３番目 (n=287)
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問８-２ 

問８で「どちらかといえば企業活動が行いにくい」または「企業活動が行いにくい」と回答され

た方におたずねします。 

羽島市で企業活動が行いにくいと感じるのは、どのような面からですか？（最もあてはまるも

のから順に３つまで選択） 

羽島市で企業活動が行いにくいと感じる要因については、１番目に選ばれたものについては、「人材の

確保が難しい」が３７．８％と最も高く、次いで「交通が不便である」（１６．３％）、「必要な事業用地を確

保しにくい」（１４．３％）などの順となっています。２番目に選ばれたものについては、「人材の確保が難し

い」が１８．４％と最も高く、次いで「周辺の生活環境が整備されていない」（１４．３％）、「行政の支援が

不足している」（１３．３％）などの順となっています。３番目に選ばれたものについては、「行政の支援が不

足している」が １４．３％と最も高く、次いで「周辺の生活環境が整備されていない」（９．２％）、「有益な

情報が手に入りにくい」（７．１％）などの順となっています。 

 

 

 

  

37.8%

16.3%

14.3%

7.1%

7.1%

4.1%

2.0%

1.0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

10.2%

0%

18.4%

6.1%

4.1%

9.2%

13.3%

2.0%

14.3%

3.1%

3.1%

0%

0%

2.0%

4.1%

0%

4.1%

16.3%

4.1%

4.1%

3.1%

7.1%

14.3%

4.1%

9.2%

6.1%

1.0%

3.1%

3.1%

4.1%

5.1%

1.0%

4.1%

26.5%

0% 10% 20% 30% 40%

人材の確保が難しい

交通が不便である

必要な事業用地を確保しにくい

有益な情報が手に入りにくい

行政の支援が不足している

地域との関わりにおける負担が大きい

周辺の生活環境が整備されていない

災害の面で不安がある

地価が高い

人件費が高い

原材料や部品、商品の調達に時間がかかる

情報・通信基盤などの整備が遅れている

産・官・学等の連携や交流が少ない

治安の面で不安がある

その他

無回答

１番目 ２番目 ３番目
(n=98)

【羽島市で企業活動が行いにくいと感じる要因】 
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問９ 
羽島市が人口減少を克服し、活力ある地域社会を実現するために、今後どのような施策が重要

となるとお考えですか？（重要度が高いと思うものから順に３つまで選択） 

人口減少を克服し、活力ある地域社会を実現するために重要と考える施策については、１番目に選ば

れたものについては、「若者の定住、就業の促進」が２５．５％と最も高く、次いで「安心して妊娠・出産・育

児ができる環境づくり」（１７．１％）、「企業誘致や起業支援による新たな雇用の創出」（１２．２％）などの

順となっています。２番目に選ばれたものについては、「若者の定住・就業の促進」が１６．４％と最も高く、

次いで「企業誘致や起業支援による新たな雇用の創出」（１３．５％）、「安心して妊娠・出産・育児ができ

る環境づくり」（１３．０％）などの順となっています。３番目に選ばれたものについては、「若者の定住、就

業の促進」が１０．６％と最も高く、次いで「企業誘致や起業支援による新たな雇用の創出」（９．１％）、

「医療・福祉サービスの充実」（８．３％）などの順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.5%

17.1%

12.2%

8.8%

6.2%

5.2%

4.9%

3.4%

2.9%

2.9%

2.6%

1.3%

1.0%

1.0%

0.8%

0.5%

0.5%

3.1%

0%

16.4%

13.0%

13.5%

6.0%

3.9%

5.7%

6.2%

5.2%

4.4%

3.1%

3.6%

1.8%

2.3%

4.4%

1.0%

1.0%

1.6%

1.8%

4.9%

10.6%

7.5%

9.1%

6.5%

2.3%

8.3%

7.3%

3.6%

6.2%

2.6%

6.8%

2.6%

2.1%

7.3%

1.6%

0.5%

2.9%

2.1%

10.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

若者の定住、就業の促進

安心して妊娠・出産・育児ができる環境づくり

企業誘致や起業支援による新たな雇用の創出

地域産業の振興

非婚化・晩婚化対策

医療・福祉サービスの充実

移住・定住の促進

教育内容や教育環境の充実

女性の活躍支援

観光・交流の促進

地域ブランドの確立

地域防災力の強化による安全性の確保

ＤＸの推進

国・県・近隣市町村との連携・協働の強化

地域コミュニティの強化

ＳＤＧｓ・カーボンニュートラルなどの推進

高齢者や障がいのある方が活躍できる環境づくり

その他

無回答

１番目 ２番目 ３番目 (n=385)

【人口減少を克服し、活力ある地域社会を実現するために重要と考える施策】 
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（４） SDGsの取り組みについて 

問１０ 貴社の SDGｓの取り組み状況は、以下のどれに該当しますか？（１つ選択） 

SDGｓの取り組み状況については、「SDGｓについて理解はしているが、対応等は検討していない」が 

４１．３％と最も高く、次いで「SDGｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている」（１

９．５％）、「SDGｓについて理解しており、目標達成に向けてどうするか検討している」（１９．０％）、「SDG

ｓという言葉は聞いたことがあるが、内容までは理解していない」（１５．１％）、「この調査で SDGｓという

言葉を初めて知った」（５．２％）の順となっています。 

属性別にみると、業種別では、「SDGｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行ってい

る」は、金融・保険業が７１．４％で他の業種に比べて割合が高くなっています。本社・支社等の区分別で

は、「SDGｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている」は、支社・支店・営業所が３

２．４％で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「SDGｓについて理解しており、

既に目標達成のための活動を行っている」は、大企業が５３．１％で他の企業規模に比べて割合が高くな

っています。 

 

 

  

【SDGｓの取り組み状況】 

19.5

10.0

24.4

33.3

50.0

19.2

21.2

71.4

25.0

11.8

14.3

20.3

12.1

17.2

32.4

53.1

22.0

9.9

19.0

50.0

15.0

18.6

16.7

50.0

15.4

30.8

14.3

25.0

17.6

42.9

12.5

13.4

22.7

22.2

18.8

22.5

14.8

41.3

45.0

44.2

33.3

42.3

34.6

66.7

12.5

55.9

42.9

43.8

45.6

42.2

34.3

18.8

44.0

42.6

15.1

50.0

25.0

11.6

16.7

11.5

9.6

33.3
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5.9
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6.0

6.3

2.8

9.4

1.6

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

ＳＤＧｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている

ＳＤＧｓについて理解しており、目標達成に向けてどうするか検討している

ＳＤＧｓについて理解はしているが、対応等は検討していない

ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが、内容までは理解していない

この調査でＳＤＧｓという言葉を初めて知った

業
種

区
分

企
業
規
模



16 

問１０-１ 

問１０で「ＳＤＧｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている」または「Ｓ

ＤＧｓについて理解しており、目標達成に向けてどうするか検討している」と回答した方にお

たずねします。 

どの目標達成に向けて現在活動している、もしくは活動を検討しているか、あてはまるもの

を選択してください。（あてはまるものすべて選択） 

SDGｓの目標達成に向けて、現在活動しているもしくは、活動を検討しているものについては、「働きが

いも経済成長も」が５５．４％と最も高く、次いで「すべての人に健康と福祉を」（４３．２％）、「つくる責任、

つかう責任」（４１．２％）、「エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」（３７．８％）などの順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「気候変動に具体的な対策を」は、本社・本店が ９．

８％で他の区分に比べて割合が低くなっています。企業規模別では、「気候変動に具体的な対策を」は、

大企業が 39.1％で他の企業規模に比べて割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.4%

43.2%

41.2%

37.8%

26.4%

26.4%

25.7%

20.3%

18.2%
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17.6%

14.9%

14.2%

11.5%

10.8%

10.1%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

働きがいも経済成長も

すべての人に健康と福祉を

つくる責任、つかう責任

エネルギーをみんなに、そしてクリーンに

ジェンダー平等を実現しよう

産業と技術革新の基盤を作ろう

住み続けられるまちづくりを

パートナーシップで目標を達成しよう

人や国の不平等をなくそう

気候変動に具体的な対策を

質の高い教育をみんなに

安全な水とトイレを世界中に

陸の豊かさも守ろう

貧困をなくそう

海の豊かさを守ろう

飢餓をゼロに

平和と公正をすべての人に (n=148)

【SDGｓの目標達成に向けて活動している、もしくは活動を検討しているもの】 
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電気 ガス 熱供給 水道業(n=3)

全体(n=148)

農林水産業(n=1)

建設業(n=20)

製造業(n=37)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=9)

卸売・小売業(n=27)

金融・保険業(n=6)

不動産業(n=0)

飲食店・宿泊業(n=8)

医療・福祉・介護(n=10)

教育・学習支援業(n=4)

サービス業(n=21)

単独事業所(n=38)

本社・本店(n=51)

支社・支店・営業所(n=59)

大企業(n=23)

中小企業(n=85)

小規模企業(n=40)

業
種

区
分

企
業
規
模



18 

問１０-２ 

問１０で「ＳＤＧｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている」または「Ｓ

ＤＧｓについて理解しており、目標達成に向けてどうするか検討している」と回答した方にお

たずねします。 

目標達成に向けて活動したことによって得られた効果や期待する効果について、最もあて

はまるものを選択してください。（１つ選択） 

SDGｓの目標達成に向けて活動したことによって得られた効果や期待する効果については、「社員の

活動に対する意識の高まりによる日々の業務に取り組むモチベーションの向上」が２７．０％と最も高く、次

いで「同業他社との差別化による企業としての認知度向上」（２２．３％）、「これまでの活動を見直すこと

による企業としての目標の明確化」（２１．６％）、「他業種の企業との交流促進」（１４．９％）、「補助金等

の活用による資金繰りの円滑化」（６．１％）の順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「同業他社との差別化による企業としての認知度向上」

は、支社・支店・営業所が１６．９％で他の区分に比べて割合が低くなっています。企業規模別では、「これ

までの活動を見直すことによる企業としての目標の明確化」は、小規模企業が１２．５％で他の企業規模

に比べて割合が低くなっています。 
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4.8

5.3

13.7
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10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=148)

農林水産業(n=1)

建設業(=20)

製造業(n=37)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=3)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=9)

卸売・小売業(n=27)

金融・保険業(n=6)

不動産業(n=0)

飲食店・宿泊業(n=8)

医療・福祉・介護(n=10)

教育・学習支援業(n=4)

サービス業(n=21)

単独事業所(n=38)

本社・本店(n=51)

支社・支店・営業所(n=59)

大企業(n=23)

中小企業(n=85)

小規模企業(n=40)

他業種の企業との交流促進

同業他社との差別化による企業としての認知度向上

これまでの活動を見直すことによる企業としての目標の明確化

社員の活動に対する意識の高まりによる日々の業務に取り組むモチベーションの向上

補助金等の活用による資金繰りの円滑化

その他

区
分

企
業
規
模

業
種

【SDGｓの目標達成に向けて活動したことによって得られた効果や期待する効果】 
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問１０-３ 

問１０で「ＳＤＧｓについて理解しており、既に目標達成のための活動を行っている」または「Ｓ

ＤＧｓについて理解しており、目標達成に向けてどうするか検討している」と回答した方にお

たずねします。 

貴社が SDGｓに取り組む意義について、最も近いものを選択してください。（１つ選択） 

SDGｓに取り組む意義については、「企業の責任として重要」が４５．３％と最も高く、次いで「企業の価

値向上において重要」（３１．８％）、「新たな取引先の獲得などビジネスチャンスに資する」（６．１％）など

の順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「企業の責任として重要」は、支社・支店・営業所が ５９．

３％で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「企業の責任として重要」は、大企

業が 78.3％で他の企業規模に比べて割合が高くなっている一方、「企業の価値向上において重要」は、

大企業が 13.0％で他の企業規模に比べて割合が低くなっています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=148)

農林水産業(n=1)

建設業(=20)

製造業(n=37)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=3)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=9)

卸売・小売業(n=27)

金融・保険業(n=6)

不動産業(n=0)

飲食店・宿泊業(n=8)

医療・福祉・介護(n=10)

教育・学習支援業(n=4)

サービス業(n=21)

単独事業所(n=38)

本社・本店(n=51)

支社・支店・営業所(n=59)

大企業(n=23)

中小企業(n=85)

小規模企業(n=40)

新たな取引先の獲得などビジネスチャンスに資する

イノベーションのアイデア等で活用することで新商品・新サービス開発に役立つ

企業の責任として重要

企業の価値向上において重要

社外ステークホルダーとの連携強化のために重要

リスク対策のため重要

その他

無回答

業
種

区
分

企
業
規
模

【SDGｓに取り組む意義】 
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問１１ 

問１０で「ＳＤＧｓについて理解はしているが、対応等は検討していない」または「ＳＤＧｓという

言葉は聞いたことがあるが、内容までは理解していない」と回答した方におたずねします。 

SDGｓの取り組みが進まないと感じるのは、どのような面からですか。（１つ選択） 

SDGｓの取り組みが進まないと感じる要因については、「SDGｓについての理解や経験、専門性が不足

しているため、取り組み方がわからない」が４４．７％と最も高く、次いで「人員の問題で対応が出来ない」

（２７．６％）、「企業として既に SDGｓとは別の明確な目標があるため、改めて目標を定める必要性を感じ

ない」（１２．０％）、「資金の問題で対応が出来ない」（１１．５％）の順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「資金の問題で対応が出来ない」は、支社・支店・営業

所が２．２％で他の区分に比べて割合が低くなっています。企業規模別では、「企業として既に SDGｓとは

別の明確な目標があるため、改めて目標を定める必要性を感じない」は、大企業が５０．０％で他の企業

規模に比べて割合が高くなっています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=217)

農林水産業(n=1)

建設業(n=56)

製造業(n=48)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=3)

情報通信業(n=0)

運輸業(n=14)

卸売・小売業(n==23)

金融・保険業(n=0)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=6)

医療・福祉・介護(n=22)

教育・学習支援業(n=3)

サービス業(n=38)

単独事業所(n=102)

本社・本店(n=69)

支社・支店・営業所(n=46)

大企業(n=6)

中小企業(n=103)

小規模企業(n=108)

ＳＤＧｓについての理解や経験、専門性が不足しているため、取り組み方がわからない

人員の問題で対応ができない

資金の問題で対応ができない

企業として既にＳＤＧｓとは別の明確な目標があるため、改めて目標を定める必要性を感じない

その他

無回答

企
業
規
模

区
分

業
種

【SDGｓの取り組みが進まないと感じる要因】 
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問１２ 
ＳＤＧｓや社会貢献活動の推進に向け、今後、地域や行政との連携・協働によるまちづくりの

取り組みに参画したいですか？（１つ選択） 

今後、地域や行政との連携・協働によるまちづくりの取り組みに参画したいかについては、「興味がある

内容であれば参画したい」が５２．２％と最も高く、次いで「要請があれば参画したい」（２２．３％）、「参画

の必要性を感じていない」（２０．３％）、「積極的に参画したい」（５．２％）の順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、支社・支店・営業所が参画の意向が他の区分に比べて

割合が高くなっています。企業規模別では、「積極的に参画したい」は、大企業が１５．６％で他の企業規

模に比べて割合が高くなっています。 

 

 

 

  

5.2

3.8

9.3

3.8

1.9

14.3

12.5

2.9

4.7

2.7

5.5

8.3

15.6

5.2

3.1

52.2

50.0

56.3

51.2

50.0

100.0

38.5

51.9

57.1

100.0

37.5

61.8

71.4

46.9

53.0

51.6

51.9

40.6

56.5

49.4

22.3

50.0

20.0

23.3

16.7

34.6

21.2

6.3

20.6

28.6

28.1

22.1

18.8

26.9

25.0

22.5

21.6

20.3

20.0

16.3

33.3

23.1

25.0

28.6

43.8

14.7

20.3

22.1

24.2

13.0

18.8

15.7

25.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

積極的に参画したい 興味がある内容であれば参画したい

要請があれば参画したい 参画の必要性を感じていない

企
業
規
模

区
分

業
種

【地域や行政との連携・協働によるまちづくりの取り組みに参画したいか】 
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問１３ 
企業や事業所が、地域や行政との連携・協働によるまちづくりの取り組みに積極的に参画す

るためには、何が最も必要であると考えますか？（１つ選択） 

企業や事業所が、地域や行政との連携・協働によるまちづくりの取り組みに積極的に参画するために

必要なことについては、「企業・事業所のコスト負担が大きくならないこと」が３４．５％と最も高く、次いで

「企業・事業所の事務負担が大きくならないこと」、「企業・事業所の広報やイメージアップなどの具体的

な効果が見込めること」（それぞれ１７．１％）、「単独の企業・事業所としてではなく業界や地域が連携し

て活動できること」（１１．７％）などの順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「企業・事業所のコスト負担が大きくならないこと」は、本

社・本店が２９．７％で他の区分に比べて割合が低くなっています。企業規模別では、「単独の企業・事業

所としてではなく業界や地域が連携して活動できること」は、小規模企業が１７．３％で他の企業規模に

比べて割合が高くなっています。 

 

【企業や事業所が地域や行政との連携・協働によるまちづくりの取り組みに参画するために必要なこと】 
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28.6
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5.6
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11.7

100.0
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15.4
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14.7
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13.4
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17.3

1.6

2.3

16.7

1.9

2.9

1.6

1.3

2.3

0.9

1.0

2.5

7.8

10.0

4.7

7.7

12.5

14.7

10.9

6.0

10.2

7.4

3.1

9.4

6.8

3.9

6.3

4.7

1.9

14.3

12.5

5.9

3.4

5.5

2.8

12.5

2.6

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

企業・事業所のコスト負担が大きくならないこと

企業・事業所の事務負担が大きくならないこと

企業・事業所の広報やイメージアップなどの具体的な効果が見込めること

市民ニーズの把握など企業・事業所活動に資するものが期待できること

単独の企業・事業所としてではなく業界や地域が連携して活動できること

市民や行政、社会貢献団体等からの要請があること

活動をコーディネートしたりサポートする体制・制度が整っていること

その他

企
業
規
模

区
分

業
種
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問１４ 
地域や行政との連携・協働によるＳＤＧｓや社会貢献活動の推進を図るために、貴社が最も

必要であると考える行政の支援は何ですか？（１つ選択） 

地域や行政との連携・協働による SDGｓや社会貢献活動の推進を図るために必要であると考える行

政の支援については、「税制の優遇措置等による支援」が２３．６％と最も高く、次いで「補助金等による

活動資金の支援」（２０．０％）、「特にない」（１１．４％）、「SDGｓの理解を深めるための講座等の充実」

（１０．４％）などの順となっています。 

属性別にみると、本社・支社等の区分別では、「推進に取り組んだ企業に対するＰＲ・情報発信支援」

は、支社・支店・営業所が１２．０％で他の区分に比べて割合が高くなっています。企業規模別では、「補助

金等による活動資金の支援」は、大企業が９．４％で他の企業規模に比べて割合が低くなっています。 

 

【SDGｓや社会貢献活動の推進を図るために必要な行政の支援について】 
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7.7

25.0

14.3

33.3

31.3

20.6

14.3

32.8

23.5

25.8

21.3

28.1

22.0

24.7

20.0

16.3

18.6

16.7

19.2

13.5

18.8

35.3

28.6

28.1

19.5

23.4

16.7

9.4

21.5

20.4

11.4

16.3

12.8

11.5

11.5

28.6

25.0

5.9

14.3

3.1

12.1

14.8

6.5

18.8

10.5

11.1

1.3

2.5

2.3

1.6

1.3

2.3

1.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=385)

農林水産業(n=2)

建設業(n=80)

製造業(n=86)

電気 ガス 熱供給 水道業(n=6)

情報通信業(n=2)

運輸業(n=26)

卸売・小売業(n=52)

金融・保険業(n=7)

不動産業(n=3)

飲食店・宿泊業(n=16)

医療・福祉・介護(n=34)

教育・学習支援業(n=7)

サービス業(n=64)

単独事業所(n=149)

本社・本店(n=128)

支社・支店・営業所(n=108)

大企業(n=32)

中小企業(n=191)

小規模企業(n=162)

ＳＤＧｓの理解を深めるための講座等の充実 推進に取り組んだ企業に対するＰＲ・情報発信支援

推進に取り組んだ企業に対する認定 推進に向けた活動の機会や場所の提供

同じ目標に向けて活動している企業との交流の場の提供 税制の優遇措置等による支援

補助金等による活動資金の支援 特にない

その他 無回答

企
業
規
模

区
分

業
種
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（５） 自由意見 

問１5 自由意見  

 

今後の羽島市に関する多くの意見があった内容を以下にまとめています。 

 

 さらに人口が増え、人流が増える魅力ある政策の実現 

 岐阜羽島駅周辺地域の活性化 

 人の交流にあふれ、安心、安全に過ごせるまちを目指す 

 交通の便が良い立地を活かした企業誘致の促進 

 農地を集積・集約化し、土地利用の最適化を図る 

 若い企業や才能がある若手が活躍しやすい地域を目指す 

 若い人たちがチャレンジできる都市にする 

 少子化対策、子育て支援のさらなる充実 

 人口減少による労働力不足への対応 

 人手不足に対応するための外国人材の活用や多様な働き方の推進 

 地域や行政との連携、協働によるまちの活性化 

 羽島市のイメージアップを図り、ブランド化を行う 

 企業が生き残るためには DX社会への変化に適切に対応する必要がある 

 SDGsの取組は重要であり、選択と集中により、分野を絞って独自の取組を推進していく必要がある  

 官民連携による社会資本の老朽化対策 



 

 


